
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考資料１ 沖縄県地域公共交通協議会規約 
  



 
 

 
 



139 
 

沖縄県地域公共交通協議会規約 

 

（目的） 

第１条 沖縄県地域公共交通協議会（以下「協議会」という。）は、地域公共交通の活性化

及び再生に関する法律（平成 19年法律第 59号。以下「法」という。）第６条第１項の規

定に基づき、地域公共交通計画の作成及び実施に関する協議を行うために設置する。 

 

（事務所） 

第２条 協議会は、事務所を沖縄県那覇市泉崎 1-2-2 に置く。 

 

（事業） 

第３条 協議会は、第１条の目的を達成するため、次の業務を行う。 

（１）地域公共交通計画の作成及び変更に関すること。 

（２）地域公共交通計画の実施に関すること。 

（３）地域公共交通計画に位置づけられた事業の実施に関すること。 

（４）前各号に掲げるもののほか、協議会の目的を達成するために必要なこと。 

 

（組織） 

第４条 協議会は、会長、副会長１人及び委員をもって組織する。 

 

（会長及び副会長） 

第５条 会長及び副会長は、次条第１項の規定に基づき委員となるべき者の中から、これを

選任する。 

２ 会長は、協議会を代表し、その会務を総括する。 

３ 副会長は、会長を補佐して協議会の業務を掌理し、会長に事故があるとき又は会長が欠

けたときは、会長の職務を代理する。 

 

（協議会の委員） 

第６条 協議会の委員は次に掲げる者とする。 

（１）学識経験者 

（２）内閣府沖縄総合事務局運輸部長又はその指名する者 

（３）道路管理者又はその指名する者 

（４）沖縄県警察本部交通部長又はその指名する者 

（５）一般乗合旅客自動車運送事業者の代表者又はその指名する者 

（６）一般乗合旅客自動車運送事業者の組織する団体の代表者又はその指名する者 

（７）一般旅客自動車運送事業者の事業用自動車の運転者が組織する団体の代表者 

又はその指名する者 

（８）一般乗用旅客自動車運送事業者の代表者又はその指名する者 

（９）沖縄本島内の市町村及び交通利用者の代表者又はその指名する者 

（10）前各号に掲げる者のほか、協議会が必要と認める者 

 

（会議） 

第７条 協議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことはできない。 

３ 会議の議決方法は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところ

による。 

４ 会議は、原則として公開とする。ただし、会議を公開することにより公正かつ円滑な議
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事運営に支障が生じると認められる協議については、非公開で行うものとする。 

５ 協議会は、必要があると認められるときは、委員以外の者に対して、資料を提出させ、

又は会議への出席を依頼し、助言等を求めることができる。 

６ 前各項に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

 

（部会） 

第８条 第３条に規定する協議事項のうち、特定の事項に関する協議については、部会を置

くことができる。 

 

２ 部会の組織、運営その他必要な事項は、会長が別に定める。 

 

（協議結果の尊重義務） 

第９条 協議会で協議が整った事項については、協議会の構成員はその協議結果を尊重しな

ければならない。 

 

（事務局） 

第 10条 協議会の事務を処理するため、沖縄県企画部交通政策課内に事務局を置く。 

２ 事務局に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

 

（経費の負担） 

第 11条 協議会の運営に関する経費は、負担金、補助金及びその他の収入をもって充てる。 

 

（委任） 

第 12 条 この規約に定めるもののほか、協議会の事務の運営上必要な細則は、会長が別に

定める。 

 

 

附 則 

１  この規約は、令和５年７月 18日から施行する。 

２  この規約は、令和５年 11月 29日から施行する。 
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沖縄県生活交通確保維持協議部会 設置要綱 
 
 

（目的） 

第１条 この要綱は、沖縄県地域公共交通協議会規約第８条の規定に基づき、沖縄県内の地

域住民の生活交通の確保維持を図るため、沖縄県生活交通確保維持協議部会（以下「部会」

という。）を設置し、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（協議事項） 

第２条 部会は、前条の目的を達成するため、次の事項について協議する。 

(1) 地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱（平成 23年 3月 30日国総計 97号、

国鉄財第 368号、国鉄業第 102号、国自旅第 240 号、国海内第 149号、国空環第 103号）

の第７条及び第 21条で規定する生活交通確保維持改善計画に関すること。 

(2) その他生活交通の確保に関すること。 

 

（構成） 

第３条 部会は、別表第１に掲げる委員をもって構成する。ただし、委員がやむ得ない事由

により欠席する場合、その委員が指名する者を代理として出席させることができる。 

 

（会長） 

第４条 部会に会長を置き、会長は沖縄県企画部長をもって充てる。 

２ 会長は、部会を代表し、会務を総括する。 

３ 会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名した委員がその職務を代理する。 

 

（部会） 

第５条 部会は、必要に応じ会長が招集する。 

２ 部会の議長は、会長が務める。 

３ 部会は、委員の過半数が出席しなければ、開催することができない。 

４ 部会の議事は、会議に出席した委員（代理出席者を含む。）の過半数で決し、可否同数

のときは会長の決するところによる。 

５ 会長は、必要に応じ、利用者の代表など関係者の出席を求め、意見を聴くことができる。 

 

（書面等による部会） 

第６条 会長は、必要と認めるときは、委員の招集を行わず、書面その他の方法（以下「書

面等」という。）によって委員の意見を求めることにより、部会の決議に代えることがで

きる。 

２ 前条の規定は、前項の場合における決議についてこれを準用する。ただし、前条第３項

中「出席」を「書面等により意思表明」と、同第４項中「会議に出席した委員（代理出席

者を含む。）」を「書面等により意思表明した委員」と、同第５項中「関係者の出席を求

め、」を「関係者から書面等により」に読み替える。 

 

（事務局） 

第８条 部会の事務を処理するため、事務局を置く。 

２ 事務局は、沖縄県企画部交通政策課が行う。 

 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、部会及び事務局の運営に関し必要な事項は会長が別

に定める。 
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   附 則 

この要綱は、平成 23年５月 13日から施行する。 

この要綱は、平成 25年６月 14日から施行する。 

この要綱は、平成 28年６月 10日から施行する。 

この要綱は、平成 29年８月 23日から施行する。 

この要綱は、令和２年５月 13日から施行する。 
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（別表第１）沖縄県生活交通確保維持協議部会委員 

 

  沖縄県企画部長 

 沖縄総合事務局運輸部長 

  那覇市長 

 宜野湾市長  

  石垣市長  

  浦添市長  

  名護市長   

  糸満市長  

  沖縄市長  

  豊見城市長      

  うるま市長         

  宮古島市長  

  南城市長 

  国頭村長 

  大宜味村長 

  東村長 

  今帰仁村長 

  本部町長 

  恩納村長 

  宜野座村長 

  金武町長 

  伊江村長  

  読谷村長 

  嘉手納町長  

  北谷町長  

  北中城村長 

  中城村長 

  西原町長  

  与那原町長 

  南風原町長 

 粟国村長 

  久米島町長 

  八重瀬町長 

 竹富町長 

  伊江島観光バス(株) 代表取締役社長 

  沖縄バス(株) 代表取締役社長 

  (株)琉球バス交通 代表取締役社長 

  平安座総合開発(株) 代表取締役社長 

  (株)八千代バス・タクシー 代表取締役社長 

  宮古協栄バス(資) 代表社員 

  (資)共和バス 代表社員 

  東運輸(株) 代表取締役社長 

 西表島交通(株) 代表取締役 

 沖縄県企画部交通政策課長 
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沖縄県地域公共交通協議会規約【細則】 

 
 
 沖縄県地域公共交通協議会規約第 12条の規定に基づき、会長が別に定める細則を次のと

おり定める。 

 

（会議） 

第１条 会議の議決方法は、沖縄県公共交通協議会規約第７条第３項の規定に基づくもの

とし、議決にあたっては交通事業者の意見を尊重するものとする。 

 

 

（附則） 

第２条 この細則は、令和５年 11月 29日から施行する。 
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